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   In recent large-scale disasters, citizens have started using social media, such as Twitter and Facebook, for sharing 
information for cooperation. In order to use social media efficiently, it is necessary to understand and clarify 
following issues: characteristics, accuracy and limitation of information obtained by social media; characteristics of 
users consisting social media community; and response characteristics of social media community for answering 
requests of various disaster information. In this study, we collected and analyzed tweet log during the 2011 heavy 
snow disaster in San-in region of western Japan. Based on the results of analysis, we discussed the possibility of use 
of social media for information sharing among citizens and supporting emergency response. 
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１．はじめに 
 
 大規模災害時の一般市民の対応に大きな変化が起こっ

ている．具体的にはソーシャルメディア(1)等のICT技術を

活用して人々が情報発信や共有，更に協力などを呼びか

け，直面する問題を解決しようとする動きである．ソー

シャルメディアを使うことで誰もが容易に情報を発信で

きるため，面識が無い者同士でも一時的に繋がりを持ち，

不特定多数の大規模なコミュニティを形成することさえ

も可能になる．更に，ソーシャルメディアと他のシステ

ムを組み合わせたシステムも構築できる． 
多くの一般市民はソーシャルメディアを情報伝達・収

集ツールとして活発に利用しているが，災害対応従事者

がソーシャルメディアを必ずしも情報収集ツールとして

利用しているわけではない．これまでに多数の災害情報

伝達・収集システムが開発・提案されている 1)-5)．これ

らのシステムは一般に導入コストが高いのみならず，主

として大規模災害時の利用を想定したシステムである．

ゆえに平常時の利用機会が少なく，有事に実際に効果的

に利用されるか否か不透明である．また情報収集者の経

験不足や人材不足等の原因で，単体のシステムとしては

十分な情報を得られない可能性も高い．一方，ソーシャ

ルメディアの導入コストは極めて低く，また平常時から

の利用機会が多いシステムである．ゆえに災害に限って

も，台風や地震，雪害など，規模の異なる多様な自然災

害に関する情報を収集・発信しているユーザも多く，ユ

ーザの経験が蓄積されやすい．さらに不特定多数の多様

なユーザから大量の情報を収集できるため，既存システ

ムでは入手が難しい情報でさえも収集できる可能性が高

く，情報源の補完機能も期待できる． 
ソーシャルメディアは不特定多数のユーザが情報を受

発信することで相互に影響を受ける．情報発信を行うユ

ーザの特性やユーザが発信した情報がコミュニティ全体

に与える影響を把握することで，様々な主体がソーシャ

ルメディアによる新しい災害対応をとることができる可

能性がある． 
災害時にソーシャルメディアをより効果的に活用する

ためには，災害情報がソーシャルメディア上でどのよう

に扱われているのか，つまり投稿の意味的内容の傾向を

把握する必要がある．具体的には，1)ソーシャルメディ

アから収集できる情報による災害状況把握の精度や偏り

の特性，2)情報発信を行うユーザの特性，3)情報提供に

対する細かな要求に対するコミュニティ全体の対応性な

どの特性を明らかにする必要がある． 

ソーシャルメディアの利用人口は年々増加傾向にあり6)，

災害時におけるソーシャルメディアの利用に関する研究

が国内外で始まっている．災害時におけるTwitter(2)の信

頼性に関する研究7，8)やネットワーク分析9)，利用傾向10-

12)についての分析などである．執行10)は東日本大震災時

のソーシャルメディアの利用に関するアンケート調査を
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行っているが，アンケート調査では回答者が限定される

ため，ソーシャルメディアから発信される情報を包括的

に分析したとは言い難い．Williamら13)による言語解析は，

投稿文章を定量的・客観的に分析しているが，投稿文章

の意味を精度高く分析するには自動解析では限界がある．

Viewegら11)の投稿内容の分類は位置情報に対して詳細に

分析されているが，災害情報の内容は詳細に分析されて

いない．宮部ら12)は投稿内容に対する意味分類ではなく，

投稿を情報の拡散行動，対話行動，情報の発信行動の3つ
に分類しているため，災害情報としての意味的内容の傾

向を把握できない．  
このように，災害情報としての意味的内容の傾向や，

ソーシャルメディアユーザ達の同調性の定量的分析はほ

とんど行われていない．これらの課題を解決するために

は，各投稿文章の意味分類を行う必要があるが，現時点

で投稿内容の詳細な意味分類の自動判別は難しく，人間

による判別が不可欠である． 
そこで本研究では，はじめにこれまでの国内外の災害

事例におけるソーシャルメディアの利用に関する分析を

行い，得られた教訓と課題，問題点を整理する．次に

2011 年山陰地方豪雪災害時における Twitter で投稿された

4,580 件の災害情報の意味内容を投稿毎に判別し，詳細な

意味分類による定量分析を行う．最後にソーシャルメデ

ィアの情報収集ツール・コミュニティツールとしての災

害時利用の可能性を検討する．本研究では山陰地方豪雪

災害時に発信された主要な投稿データのほぼ全てを分析

対象としたという点で，ひとつの災害におけるソーシャ

ルメディアの情報発信行動を包括的に分析した数少ない

研究成果といえる． 
 

 

２．災害時のソーシャルメディア利用に関する 
分析 

 
 本章では，災害時のソーシャルメディアの特徴を明ら

かにするために， Twitter の利用を中心にこれまでの先行

事例を分析する． 
 
(1) 災害時の活用事例 

2010 年 1 月 12 日，ハイチ国でマグニチュード 7.0 の直

下型地震が発生した．国の中心であるポルトープランス

では，多くの建物が倒壊し，中央政府機能は壊滅に近い

状態に追い込まれた．首都機能が壊滅的な状態にあるハ

イチの復旧活動は，主に海外からの救援・援助部隊があ

たったが，現地の警察や消防からの被害情報の入手が期

待できず，被災地の状態が分からない状況であった．そ

のような中，救助資源投入の意思決定を支援した情報源

の 1 つとして，Ushahidi-Haiti Project14)の取り組みが行わ

れた． 
Ushahidi は SMS（ショートメッセージサービス），ソ

ーシャルメディア，電子メール，ウェブ等から，各所に

散在するデータを収集して，マップや時系列のかたちへ

視覚化するプラットフォームである．被災者は，周囲の

被災状況や自分自身そして家族の安否情報などをテキス

トにして，SMS やソーシャルメディア等を通じて

Ushahidi へ投稿する．ただし，情報精度が粗い投稿や位

置情報を特定できない投稿も含まれているため，全ての

投稿が有効活用できない．そのため，必要な情報を抽

出・整理する必要があり，その作業は Web を通じて世界

各地の一般のボランティアが担当した 15)．処理された情

報は，更新されるたびに Twitter でも配信され，Red Cross
や US Coast Guard が救助活動を行う際の情報源としても

使用された 16)． 
2010 年 9 月米国コロラド州で発生した火災では，延焼

面積は 12 km2 に及び，その影響で約 3,000 人の地域住民

が避難した．電話が輻輳のため利用できなかったため，

地域住民はソーシャルメディアから情報発信を行い，近

隣の住民との情報交換を行った 17)．地元の消防隊員は

Twitter から地域住民が発信する情報を収集し，状況認識

に利用した．Twitter からの情報発信は公的な情報機関よ

りも早く，消防隊員はその情報によって，適切な判断を

下せた 17)． 
2011 年 1 月，オーストラリア北東部のクイーンズラン

ド州では超大型サイクロンのため，大規模な洪水が発生

し，約 20 万人が影響を受けた．州当局は警告や避難呼び

かけ等に Facebook，Twitter，Youtube 等のソーシャルメ

ディアを積極的に活用した．洪水のピーク時に，地元警

察の Facebook ページには 1 日で 3,900 万件の閲覧があり，

これほどのアクセスは警察公式ホームページでは対応で

きないものだった．州当局はソーシャルメディアを通じ

て更新頻度の高い情報提供を行った 18)． 

2011 年 3 月 11 日，東北地方の三陸沖を震源として発生

したマグニチュード 9.0 の東北地方太平洋沖地震は，甚

大な津波災害をはじめ，数々の災害を引き起こした．情

報通信基盤も広範囲にわたり被害を受け，電話がつなが

りにくい状況が続いた．一方でインターネット通信は比

較的容易にアクセスが可能だったため，活発な情報交換

が行われた 19)．特にソーシャルメディアは活発に利用さ

れ，被災者の安否確認や救助要請，医師による医療相談，

人道支援に関する呼びかけなど，様々な情報が発信され

た．しかし，デマや流言などもあったことも確認されて

いる 20)．個人や私企業によるインターネットを使った災

害支援が活発に行われた．例えば，有志のプログラマー

や一般人がソーシャルメディアやマスメディアで発信さ

れた情報を，内容別，地理別，時系列に整理する取り組

みを行った 21)．また，野村総合研究所は Twitter 上の投稿

を分析して被災地のニーズを把握する取り組みを行った
22)．Twitter 等のソーシャルメディアがこのようなシステ

ムの主な情報源として利用された例である．  
 

表1 災害時のソーシャルメディア利用の特徴 
利用目的 長所 短所・課題

情報伝達・収集ツール
速報性・更新性が高い
具体的・局所的な情報が入手可能

デマの流布
玉石混合の情報発信

コミュニティツール
大規模な情報共有が容易
大規模な協力の呼びかけが容易

協力の呼びかけの
対応性が不明

コミュニケーションツール
専門家や家族と1対1で
双方向の情報伝達が容易

個人情報の取り扱い
 

 

(2) 教訓と課題，問題点の抽出 

前述の災害事例からソーシャルメディアの利用特徴を

まとめたものが表1である．災害対応の多様な局面におい

て，ソーシャルメディアが利用されており，被災地内の

人々の持つ情報を大量に収集することもできる．ただし，

位置の特定が難しい投稿や状況が不明瞭な投稿が含まれ

ている等，精度の不十分な情報も含まれることがハイチ

地震の事例から明らかになった15)．チリ地震や東北地方

太平洋沖地震ではデマや流言もあり7), 20)，情報の信頼性

に問題がある場合もあるが，ソーシャルメディアを通じ

た被災地域からの情報発信は公的な情報機関よりも速報

性が高く，状況を認識するのに十分な質の情報が含まれ

ることが多いことが米国コロラド州の事例から報告され
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ている17)．また豪州クイーンズランド洪水では，行政が

ソーシャルメディアによる情報発信を行った際，他の情

報インフラを代替し，住民からの大量アクセスを緩和さ

せ18)，他の情報伝達手段よりも情報の更新性が高かった

ことが報告されている18)．さらにソーシャルメディアを

中心としたインターネット技術を利用することで，一般

市民が共通目的をもって協力し合う事例が多く見られた

ことも報告されている15), 17), 21)． 

東北地方太平洋沖地震時のソーシャルメディア利用状

況アンケート調査からは，被災者はソーシャルメディア

からマスメディアでは発信されない局所・具体的な情報

を入手していたことがわかっている10)．また，Franceら9)

のTwitterの情報伝播ネットワークに関する分析からは，

被災地の行政やNGO等のアカウントが情報伝播において

大きな影響を与えていたことが示されている． 

このように，通信インフラと通信端末が整備されるに

つれ，災害に対して情報発信を行い，その中で様々な活

動を行うことができる高いICTリテラシーを持つ市民が世

界中で増加している．ソーシャルメディアの活用を通じ

て多くの市民が情報発信を行い，影響を与え合っている．

しかし，ユーザが入手した災害情報の中で何が発信され

やすいのか，また伝達された情報が他のユーザにどんな

影響を与えるのかに関する知見はほとんど存在しないた

め，ソーシャルメディアのより効果的な活用方法を議論

することができないことが課題として挙げられる． 

 

 

３． 山陰地方豪雪災害時の情報発信行動分析 

 
(1) 山陰地方豪雪災害の概要 

 2010 年の大晦日から 2011 年 1 月初旬にかけて， 大雪

の影響で山陰地方の広範囲にわたりライフラインと交通

機関に支障が生じた．鳥取県の災害対策本部は 17 日まで，

山口県では 19 日まで設置された．また行政の対応が遅か

ったことが被害の拡大を招き，地域住民や帰省途中の

人々に深刻な影響を与えた．更に，マスメディアによる

報道も不十分だったため，被災地内にいる人々は災害に

関する詳細な情報を入手できない状況下におかれた．山

陰地方豪雪災害の 3 日目までの状況推移を表 2に示す． 

このような中，Twitter 上では 2010 年 12 月 31 日から被

害に関する投稿を行うユーザが現れ，主にフォロー・フ

ォロワーネットワーク上で情報が伝播していた．2011 年

1 月 1 日，あるユーザが#sanin_snow というハッシュタグ
(4)を使った災害情報の共有を呼びかけたところ，この呼

びかけは瞬く間に広がり，ハッシュタグでつながった大

規模な災害コミュニティが形成され，被害や対応等に関

する情報が共有された． 

コミュニティでは一時期，非公式リツイートによる重

複情報や行政やマスコミへの不満など，災害情報とは関

係のない情報がタイムライン上にあふれ，情報共有を阻

害した．しかし，目的にそぐわない投稿を禁止する呼び

かけを行うユーザやツイートまとめサイト Togetter24) を
利用して道路情報の編集などを行うユーザが現れ，情報

共有を促進する動きも起こった．その結果，1 月 6 日には

目的にそぐわない投稿は大幅に減少した． 

 

 

 

 

表2 山陰地方豪雪災害3日までの推移23) 

12/29 気象庁が30日以降の全国的な荒天への警戒を呼びかける.

14:00頃 国道9号線ではタンクローリーのスリップをきっ
かけに車1000台が立ち往生.
16:15頃 JR山陰本線下市～御来屋駅間で.特急スーパーお
き5号が倒木の影響で運転中止に加え.他の列車16本も運転
中止となり乗客1000人以上が列車内で一夜を明かす.
鳥取県・島根県で約21万戸が停電.道路状況悪化により復
旧作業進まず.うち島根県松江市美保関町では一部集落が
孤立状態になる.

23:40 鳥取県は豪雪対策本部を設置.

3:00 鳥取県は国道9号線渋滞車両への燃料供給などのた
め.自衛隊に災害派遣要請.

5:47 島根県は雪害警戒本部を設置.

14:50 島根県は松江市美保関町の孤立集落への除雪作業の
ため.自衛隊に災害派遣要請.
2:00前 スーパーおき5号が34時間振りに運転再開.2日まで
にJR米子支社管内の5路線で運休405本.部分運休36本.遅れ
163本.計604本.約3万3千人が影響を受けた.

8:25 鳥取県内の国道9号線の通行止めを全面解除.

12:53 鳥取県は国道9号線渋滞解消作業を行っていた陸上
自衛隊に災害派遣撤収要請.
22:18 島根県は除雪作業を行っていた陸上自衛隊に災害派
遣撤収要請.
午後,31日以降発着便がほぼ欠航していた米子空港が滑走
路除雪作業を終えて運航を再開.

19:00時点で.中国電力管内の停電戸数が1000戸を下回る.

12/31

1/1

1/2

1/3

 
 

(2) Twitter 投稿情報の意味分類 

本研究では Twitter 投稿検索サービス(yats)25)を用いて，

2011 年 1 月 1 日から 6 日の間に投稿された#sanin_snow を

含む 4,580 ツイート（9 件は#tottori_snow）を抽出し，分

析対象とした．実際には，ハッシュタグが付いていない

雪害関連情報も発信されていたが，情報受信者の立場か

ら考えるとそのような情報はその発信者をフォローする

か，任意のキーワードで検索するしかなく，それらの情

報を受信できたユーザは限定される．一方，ハッシュタ

グは Twitter，ラジオ，新聞などで取り上げられたため認

知度が高く，多くのユーザがハッシュタグによって災害

情報を共有することにつながった．また，本研究の分析

において，ハッシュタグ無しの投稿を厳正に抽出するこ

とは難しく，分析データの一貫性からも，対象データを

ハッシュタグ付きの投稿のみとした． 

災害時に被災地内にいる人々からどのような情報が発

信されているのかを把握するため，各投稿について図 1

に示す判断基準に基づき，詳細な投稿内容の意味分類と

発信分類を行った．本判断基準は，Twitter 投稿内容の分

析に関する参考となる先行文献がなかったため，全 4,580
ツイートの投稿内容分析により筆者らが試行的に作成し

たものである．詳細な投稿内容の判断基準を以下に示す． 

意味分類はまず投稿に含まれている情報がユーザの被

害回避や軽減につながる情報であるか否かから有効投稿

と無効投稿に分け，さらに有効投稿に関しては，位置情

報の必要性の有無により 2 つに分類した．例えば，①「9
号線，青谷井出付近で渋滞です．#sanin_snow」といった

投稿は，投稿内容に含まれる交通情報により渋滞を回避

するユーザがいる可能性があるため有効投稿に分類され，

位置情報が必要な情報である．②「島根県の気象情報 
（情報サイトの URL）#sanin_snow」や③「自家用車内に

閉じ込められている方は下肢静脈血栓を生じないために

踵を動かしたり下肢筋力を使って下さい．#sanin_snow」

といった投稿は，位置情報が必要ない有効投稿である．

④「雪かきで身体中が痛い．#sanin_snow」といった投稿

は，投稿内容に含まれる情報から他のユーザの被害回避

や軽減につながらないため無効投稿に分類される． 
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位置情報が必要な全ての有効投稿は①のような投稿で

あり，特定の場所で発生している出来事を伝える投稿で

あったため「被災状況に関する投稿」に分類した．この

項目はさらに「被害報告」，「復旧報告」，「気象情

報」に中分類した．この分類基準では，対象構造物の通

常機能の損害に関する投稿は「被害報告」，通常機能の

復旧に関する投稿は「復旧報告」に分類した.「気象情

報」とは自然外力に関する情報のことで，今回は雪害な

ので「気象情報」と名付けて分類した．また，被災状況

に関する投稿は重要であるため，図 2 に示すように，情

報元の性質，位置情報，時間情報の 3 項目について個別

に分類した．情報元の性質は，「現場からの投稿」と

「他のメディアの転載投稿」の 2 項目に分類した．被災

状況に関する投稿には位置情報が必須であるが，これが

含まれていない投稿も存在する．位置情報の精度は，

「的確」，「不十分」，「無し」の 3 項目に分類した．

時間情報については，「有り」，「無し」の 2 項目に分

類した． 
位置情報が必要でない有効投稿「被災状況以外の有効

投稿」は 4 項目に中分類した．この 4 項目は「被災状況

以外の災害情報」と「他のユーザに対する要求」の性質

上 2 つに分類できた．「被災状況以外の災害情報」とは，

②のような投稿では直接被災状況について言及せず，災

害情報が記載されている他のメディアを紹介する「情報

メディアの紹介」と，③のような被害を回避・軽減する

ための被災状況以外の災害情報に関する「助言・注意喚

起」に分類した．「他のユーザに対する要求」は他のユ

ーザに対する要求に関する投稿は「呼びかけ」，他のユ

ーザへの災害情報に関する質問は「被災に際しての質

問」に分類した．有効投稿の内，呼びかけ以外に分類さ

れた投稿は，「道路」，「鉄道」，「物流」等の 7 つの

被害属性に小分類した．「呼びかけ」の内容は，目的に

そぐわない投稿を禁止する呼びかけ，時間情報や的確な

位置情報の記入を求める呼びかけ等，14 項目に分類した．

このように，Twitter 上では単純に被災状況を投稿するだ

けでなく，それ以外にも有効な情報や他のユーザとのコ

ミュニケーションを行う場を提供している．「目的にそ

ぐわない投稿（無効投稿）」は，④のような被害を軽

減・回避させることにほとんど貢献しない災害に対する

「意見・感想」，被災者に励ましを投稿する「被災者へ

の励まし」，投稿の意味が読み取れない「意図不明」に

分類した．「意見・感想」と「被災者への励まし」は，

このハッシュタグコミュニティ内で共有すべき内容では

ないという合意が最終的にユーザ間でなされた投稿であ

る．このように必ずしも災害対応に有効な情報のみが発

信されているわけではない． 
発信分類は「1 次発信」と「2 次発信（RT(3)）」に分類

した．「1 次発信」は基本的な投稿方法である「通常発

信」と特定のユーザに向けた「返信」に分けられる．「2
次発信（RT）」は先行するツイートに反応した投稿であ

り「追加情報のある RT」と「追加情報の無い RT」に分

類した．「追加情報のある RT」は，先行するツイートの

情報を「補足」説明する投稿，ハッシュタグが付けられ

ていない災害情報に関する投稿に「ハッシュタグの追

加」を行う投稿，「被災に際しての質問」に分類される

投稿に「回答」する投稿の 3 項目に分類した．このよう

にユーザは先行するツイートに対して様々な反応を行っ

ている． 
複数の分類項目に該当する投稿は表3に示す判断基準に

基づき処理した．2種類の内容をもつ投稿は38件あり，  
3 種類は 5 件で，全体に比べて非常に少ない．大半の投稿

は 1 つの事柄を投稿する傾向にある． 
 

 
図 1 投稿分類の判断基準
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図2 被災状況に関する投稿の個別分類 

 

表3 複数の分類項目に該当する投稿の処理 
原則 該当項目数に応じた投稿数を与える

「目的にそぐわない投稿」の内容を含む有効投稿
「情報メディアの紹介」や「助言・注意喚起」

を含む「被災状況に関する投稿」

例外的な
項目の組合せ

 
 

 
図3 意味・発信分類の内訳 [N=4,628] 

 

 
図4 被災状況に関する投稿の性質別小分類 [N=1,871] 

 

(3) 災害状況把握の精度や偏りの特性の把握 
図 3 に意味・発信分類の集計結果を示す．意味分類に

着目すると，「被害報告」が最も多く，それに比べて

「復旧報告」と「気象情報」が少ない．このことから

「復旧報告」は「被害報告」に比べて情報発信がされに

くいといえる．「気象情報」は随時マスメディアが情報

を配信していたため，投稿が少ないと推察できる．また，

目的にそぐわない「意見・感想」に関する投稿も多く，

非災害情報を発信するユーザも一定数存在することが推

測できる． 

図 4 に被災状況に関する投稿の性質別小分類を示す．

情報元の性質の割合は，「現場からの発信投稿」の方が

多く，被災状況に関して投稿者しか知りえない情報が発

信されている．特に，「道路」，「鉄道」，「物流」，

「気象」に関する現場からの投稿が多く，逆に，「停

電」，「他の交通機関（バスや航空など）」は，他のメ

ディアからの転載投稿の方が多い．表 2 の被害推移から

各被害人口を仮定すると，各被害に関しての投稿数は被

害人口に比例する傾向にあるが，自宅の停電被害等，個

人情報の漏洩の危険性がある被害に関しては例外として

投稿が消極的になる可能性がある．また「道路」や「物

流」の投稿数が多い要因として，自動車の中にいる人や

屋外にいる人は携帯電話しか情報伝達・共有手段がなく，

結果的にスマートフォンなどを用いたツイートでの情報

共有をせざるを得ない状況であったなど様々な要因が考

えられる．本分析結果から，他のメディアに比べてソー

シャルメディアから「道路」「物流」に関する情報を収

集しやすい可能性が示された． 

図3に示す発信分類に着目すると，「追加情報の無い

RT」は2次発信で占める割合が高く，どの項目でも一定

の割合で行われている．ここから，2次発信は新たに情報

を追加するためではなく，公式リツイートによる拡散を

避けるためか，自分の感想や意見を入れたいためと考え

られる．また情報拡散されやすい内容の傾向として，情

報の重要性というよりは，強く関心を引く投稿に対して

拡散が行われている傾向にある．例えば“コンビニ配送

のトラックの人がもう届けられないからと大量のおにぎ

りを差し入れしくれた．ありがとうございます．

#sanin_snow”というような投稿である． 

このようにユーザの発信する情報は情報の有効性の観

点から見て有効ではない投稿も含まれている．また，有

効な災害情報の内，被害属性の観点から，発信される投

稿数に大きな偏りがあることもわかる． 

 

(4) ユーザの特性分析 

 図 5 は投稿回数別ユーザ数・累積投稿数・累積ユーザ

数を示している．グラフから投稿回数が 1 回のユーザが

全体の 54%を占め非常に多い．また，投稿回数が 20 回以

上のユーザが全体のわずか 5%であるが，彼らの投稿数は

全体の 50%を占める．情報発信を行うユーザは投稿回数

にかなり偏りが存在する．これは浅野の研究 29)と同傾向

であり，平常時の Twitter ユーザの特徴と変わらない．そ

こで，投稿回数別ユーザ層で発信する情報に偏りがある

という仮定のもと，投稿回数別のユーザの特性を ward 法

クラスター分析によってユーザのタイプ分類を行った． 

クラスター分析はユーザの意味分類と発信分類を掛け

合わした投稿割合を説明変数とした．意味分類は「被災

状況に関する投稿」，「目的にそぐわない投稿」，「被

災状況以外の有効投稿」を「被災状況以外の災害情報」

と「他のユーザに対する要求」に分けた計4項目である．

発信分類は「1次発信」と「追加情報のあるRT」，「追

加情報の無いRT」の計3つである．投稿割合は意味分類

と発信分類を掛け合わした計11項目で構成される． 

クラスター分析の結果，ユーザを 3 タイプに分類でき

た．それぞれ，災害情報発信型（被災状況に関する投稿

が多いユーザ）が 265 人，非災害情報発信型（被災状況

に関する投稿が少なく，目的にそぐわない投稿が多いユ

ーザ）が 208 人，情報拡散型（2 次発信が多いユーザ）が

407 人となった．  
表4に各タイプのクラスター分析で分類する上で重要な

項目の平均投稿率を示す．「災害情報」は「被災情報に

関する投稿」と「被災状況以外の有効投稿」の「1次発
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信」と「追加情報のあるRT」を合算した項目であり，

「非災害情報」は目的にそぐわない投稿の「1次発信」，

「無効な2次発信」は全ての意味分類項目の「追加情報の

無いRT」を合算した項目である．この表から災害情報型

と情報拡散型は投稿する内容と発信の偏りが大きいこと，

非災害情報発信型は2タイプに比べて内容の偏りが小さい

ことが分かった． 
図6に投稿回数別にユーザのタイプ比を示す．投稿回数

が1回のユーザに情報共有を阻害するユーザが多いことが

わかる．2次発信の大半は「追加情報の無いRT」であり，

単なる重複情報の発信である．災害時にこれらの投稿は

ユーザ間で問題視され，非公式RTの禁止を呼びかけや，

検索キーワードに「-RT」を加えることで非公式RTを高

確率で除外できる検索方法が投稿されるなどの活動が発

生した．よって，情報拡散型のユーザは重複情報を発信

することによって，貴重な情報を埋没させていたとも言

える．結果として，情報拡散型のユーザは重要な情報を

広く周知する役割も有するが，有益な情報の共有を阻害

していたとも考えられる．これは投稿回数の多いユーザ

より，コミュニティに参加する時間が少ないためハッシ

ュタグの使い方や目的をよく理解していないユーザが多

いためと推察できる．ソーシャルメディアの特徴である

情報発信者の多様性の負の側面を表していると言える．

しかし，利用者の特性と情報発信内容の因果関係に関す

る十分な検証はできておらず，今後の研究課題である． 
投稿回数が1回のユーザを除けば，情報発信のタイプに

大きな偏りはないため，投稿回数別に発信している情報

に大きな偏りはないと推測できる．非災害情報発信型に

着目すると，一部のユーザだけで「目的にそぐわない投

稿」を発信しているわけではなく，コミュニティ全体の

話題がそれていることがわかる． 

図 7 に示すように，「目的にそぐわない投稿」は時期

によって大きく偏りがあった．マスメディア・行政に関

する意見は 1 月 2 日に集中している．この時期ではマス

メディアの情報発信が不足していたこと，行政の対応が

遅かったため，多くの地域で復旧が遅れていたことが原

因と考えられる．また，「それ以外の意見・感想」は 2
日にピークに達していたが，特にそのような投稿を禁止

する働きかけは無く，ピークが過ぎた時期に働きかけら

れた．またその後，災害の意見・感想に関する投稿は

「#sanin_iken」というハッシュタグが作られ，共有され

た．つまりその時期，災害や Twitter などに関する意見も

ユーザにとって必要な情報の 1 つであったと考えられる．

今回の分析基準では，「意見・感想」に分類された投稿

は無効投稿としたが，別のハッシュタグ等で情報を整理

できれば，被災者の今感じていることを把握でき，有効

な情報源となり得る．また，「目的にそぐわない投稿」

を禁止，または別目的のハッシュタグへ誘導する呼びか

けの効果は検討できていない．その理由は，集中的に投

稿された時期を過ぎてから呼びかけられたため，投稿が

減った原因が呼びかけの効果なのか，それともその内容

の関心が全体的に下がっただけなのかを判断できないか

らである． 

 

(5) 情報提供に対する細かな要求に対する全体の対応性 

ある要求に対してコミュニティ全体がどれほど対応す

るかを位置情報の精度向上に関する呼びかけと時間情報

の精度向上に関する呼びかけ，そして#sanin_snowによる

災害情報の共有の呼びかけを比較することで検討する． 

 
図5 投稿回数別ユーザ数と累積投稿数とユーザ数 

 

表4 クラスター分析による各タイプの平均投稿率 

災害情報 非災害情報 無効な2次発信

災害情報発信型 0.89 0.04 0.07
情報拡散型 0.17 0.00 0.82

非災害情報発信型 0.34 0.55 0.10  
 

 
図6 投稿回数別ユーザ層のタイプ分類 [N=880] 

 

 
図7 意見・感想と励ましに関する投稿数の時間推移 

 

図8は「被災状況に関する投稿」の位置情報精度の時間

推移を示す．位置精度が「不十分」に分類される投稿は

発生場所が明確に特定できない投稿情報である．例えば

“国道181号線，混んでいます．#sanin_snow”は，国道

181号線は陸上距離 が約100 kmにも及ぶため，内容に対

して位置が特定できないと考え「不十分」に分類した．

位置情報を付けない投稿者はどの時期にもほぼ一定割合

存在する．位置情報の精度向上に関する呼びかけは

“【お知らせ】山陰の大雪災害関連の情報はハッシュタ

グ #sanin_snow に集約されています．大雪災害関係の情
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報がありましたら些細なことでもこちらのハッシュタグ

をお使いください．地点やお店の名前など入れていただ

けると非常に助かります．”という呼びかけであった．

この呼びかけは1月3日に始められたが，それ以降も，精

度は顕著に増加していない．十分な検証を行うことはで

きないが，1月1日から3日の間で20%程度向上した要因と

して，ユーザは先行する投稿から適切な情報発信を学習

したことや被害が収束し始めたことが考えられる． 

図 9 は「被災状況に関する投稿」の時間情報精度の時

間推移である．時間情報とはユーザが投稿した時間では

なく，投稿内容の被災状況が起こった時間である．時間

情報の精度向上に関する呼びかけ以降，時間情報をつけ

るユーザの割合が 20%程度増加したことから，呼びかけ

の効果はあったと考えられるが，全てのユーザがこの呼

びかけに賛同してはいないこともわかった． 

位置情報を適切に付けることを推奨する呼びかけを行

ったユーザ数は 1 人であり，時間情報の精度向上に関す

る呼びかけを行ったユーザ数は 7 人である．これらに対

して，#sanin_snow による災害情報の共有の呼びかけを行

ったユーザ数は 98 人である．ハッシュタグによる災害情

報の共有の有効性は多くの人に賛同されたといえる．図

8 のグラフからは位置情報を適切に付けることの必要性

は多くのユーザが認識していたと推測できる．呼びかけ

は，その内容の必要性に気づかされる呼びかけほど効果

が高く，内容に必要性を感じない，もしくはすでに必要

性を認識している内容に対しては効果が低いことが推察

される．いずれにせよ，細かい要求に対してはその必要

性に賛否が分かれるため，呼びかけの効果はさほど高く

ない．ある要求に対してコミュニティ全体がどれほど対

応するかはその内容によって異なる． 

 

 

４．  まとめ 
 

本研究でははじめに，国内外の災害事例におけるソーシ

ャルメディアの利用に関する分析を行い，教訓と課題，

問題点の抽出・整理を行った．そして得られた問題意識

のもと，図1と図2の判断基準に基づき，山陰地方大雪災

害時の4,580件のツイッター投稿情報をその意味によって

分類し，投稿内容の詳細を分析した．その結果，山陰地

方大雪災害時に発信されたTwitter投稿情報の特徴が以下

のように明らかになった．1)投稿情報は分類項目ごとに

投稿数に大きな差があり，災害状況の把握に役立たない

投稿が22%含まれていた．また，被災状況に関する投稿

は現場から発信されたものが73%を占め，その中で道路，

鉄道被害等の各被害に対しての投稿数は被害人口に比例

する傾向にある．しかし，個人情報が含まれる被害に関

しては例外として投稿が消極的になる傾向が見られる． 
2) Twitterユーザの投稿特性を明らかにした．情報発信を

行うユーザの特性として，投稿回数1回のユーザに情報拡

散タイプのユーザが多く，結果として情報共有を阻害す

る傾向にある．しかし，それ以外の投稿回数別ユーザ層

の情報発信タイプ比には大きな違いは無く，多くのユー

ザから有効な情報が発信されている． 3) 情報提供に対す

る細かな要求に対するコミュニティ全体の対応性を調べ

るために，位置精度や時間精度の向上を目的とした呼び

かけについて分析した．その結果，ハッシュタグによる

災害情報共有を目的とした呼びかけへの対応は高かった

が，その他の要求に対しては低い対応であった．これら

のことから，コミュニティの対応性はその要求内容によ

 
図8 位置精度別ユーザ数と割合の時間推移 

 

 
図9 時間精度別ユーザ数と割合の時間推移 

 

って大きく異なることが明らかになった． 

Twitter には災害発生前後の全ての事象を収集できる可

能性もあるが，実際にはユーザの情報発信行動には偏り

があるため難しい．また，「○○についての情報を発信

して下さい」という呼びかけによって，ユーザから必要

な情報を収集することも期待されるが，本分析の結果か

らは，それを Twitter ユーザに期待するには工夫が必要で

あることが考えられる． 

また，本研究の分析事例では有志の一般ユーザのみが

積極的に呼びかけを行っていたため，行政などの災害対

応機関が災害時にソーシャルメディア上で呼びかけを行

う場合，異なる対応が見られる可能性がある．本研究で

示したソーシャルメディアの特徴などを考慮すると，他

のメディアからの情報が入手困難な発災直後の情報空白

期に住民からの多量の被害状況を入手することで，行政

が被災状況をいち早く把握することへの活用が期待でき

る．具体的には，利用者人口が多い道路や鉄道等の被害

に関する情報の入手が期待できる． 

ソーシャルメディアはマスメディアでは発信されない

口コミ的な災害情報を被災者間で大規模共有できる数少

ないツールである．山陰地方大雪災害以降も，東日本大

震災や台風 15 号による紀伊半島水害などでも Twitter は

活用されている．今後も，投稿データの定量分析を継続

しつつ，行政などへのインタビュー調査を重ねながら，

長期的な検証を続ける必要がある． 
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補 注 
 

(1) ソーシャルメディア 

ソーシャルメディアとは個人や組織がウェブサービスを経由

して映像，音声，文字情報などの情報を発信することで実社会

に広く拡散され，影響力を持ち始めたメディアである．例えば，

ブログやソーシャルネットワーキングサービス，オンライン百

科事典，口コミサイト，FAQ サイト，ビデオ投稿共有サイト，

掲示板などがソーシャルメディアに該当する．ソーシャルメデ

ィアの特徴として，サービス利用者が情報の消費者側だけでな

く生産者側にもなれ，利用者同士の双方向的な会話によりコミ

ュニティが形成される点である． 
 ソーシャルメディアは次のように他のメディアを代替する．

テレビや新聞等のマスメディアのような情報伝達・収集ツール

として，また電子メールや電話等のパーソナルメディアのよう

なコミュニケーションツールとしても利用できる．更に，コミ

ュニティツールとしても利用され，特定の情報をやりとりする

場を提供する． 
 災害時において活発に利用されるソーシャルメディアとして，

Twitter や facebook などが挙げられる．他のソーシャルメディア

と比較して，これらの特徴はテキスト情報の発信が主体である

こと，情報の更新頻度が高く，ユーザのサービスサイト閲覧時

間が長いことが挙げられる．一般的に，「Web 上にいるもう一

人の自分」として情報発信を行う傾向が強い． 
 

(2) Twitter 
 Twitter とは短文を投稿・共有するソーシャルメディアである．

アカウントを作成すると「ツイート(tweet)」と呼ばれる 140 文

字以内の文章を投稿できる．投稿の簡潔性の高さや PC だけでな

く携帯電話やスマートフォン等の携帯通信端末からもアクセス

できるため，リアルタイム性の高い情報が多く発信される．ま

たツイートと共に画像や GPS 情報も添付することもできる． 

他のユーザのツイートを受信することを「フォロー 

(follow)」と呼ぶ．フォローする際に相手の承認は必要なく，フ

ォローをやめても相手に影響を与えることはないので，緊密な

人間関係は発生しにくい．そのため知人以外にも，有名人・政

治家・公共機関・私企業・全く素性がわからないユーザなど，

社会的立場や国境を越えた多様な分野の老若男女を気軽にフォ

ローできる． 

また，Twitter の使用方法も多様であり，他のユーザとのコミ

ュニケーションや近況報告，意見や思想の発信，企業広告，公

共情報の配信等，個人的なツイートから公的なツイートまであ

らゆる情報を投稿・共有できる． 

Twitter データの収集方法は TwitterAPI と検索サイトによる収

集方法がある．公式 Twitter サイトの検索エンジンや Twitter API
による Twitter 情報の収集には制限が存在するため，過去のツイ

ートは収集できない問題がある 27)．しかし，Twitter のつぶやき

をブログ形式で保存するサービスサイト Twilog28)やリアルタイ

ム検索サイト Topsy29)等を利用することによって，公式 Twitter
サイトや API では収集できないツイートも収集可能である． 
 

(3) リツイート（RT） 

自分をフォローしているユーザ(フォロワー(follower))に自分

が受信したツイートを伝播させることをリツイート(RT)と呼ぶ． 

リツイートがフォロー間で連鎖することにより情報が拡散して

いく． リツイートには 2 種類あり，Twitter 社が提供している機

能を使う方法と，リツイートする文章をコピー＆ペーストして

自分のツイートとして投稿する方法がある．前者を公式リツ 

 
図10 Twitterのアカウント画面 

 

イート，後者を非公式リツイートと呼ぶ．公式リツイートは発

言元のユーザ名とツイートがそのまま表示され，元の文章に手

を加えることはできない．非公式リツイートは元の発信者への

敬意を込めて『RT @[発言元のユーザ名] 引用文』のような書式

に編集して投稿することが多い．あくまで自分のツイートなの

でコメントを文章に追加できるが，発言元のコメントが編集さ

れてしまうこともある． 

 

(4) ハッシュタグ 

情報伝播やコミュニケーションは基本的にフォロー・フォロ

ワーネットワークで行われるが投稿内容をグループ化する「ハ

ッシュタグ機能」により目的別のコミュニティを形成できる．

投稿内のどこかに「#○○」と記入して投稿すると，そのハッシ

ュタグ付きの発言が一覧できる．この機能により，同じイベン

トの参加者や同じ経験・同じ興味を持つ人のさまざまな意見が

閲覧しやすくなり，このコミュニティから情報のやりとりやコ

ミュニケーションが行われることもある．ハッシュタグを使

用・作成するに当たっては Twitter 社への申請や登録は必要なく，

ユーザの意思に委ねられている． 
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